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京都市高齢者施策推進協議会 

第２回(R7.8.22) 資料５ 

 

令和７年度における保険者機能強化推進交付金等の評価結果について 

 

１ 制度概要 

 ⑴ 保険者機能強化推進交付金 

   平成２９年地域包括ケア強化法において、高齢者の自立支援・重度化防止等に向けた

保険者の取組や都道府県による保険者支援の取組が全国で実施されるよう、ＰＤＣＡサ

イクルによる取組が制度化されています。 

この一環として、自治体への財政的インセンティブとして、市町村や都道府県の様々

な取組の達成状況を評価できるよう客観的な指標を設定し、市町村や都道府県の高齢者

の自立支援、重度化防止等に関する取組を推進するため、保険者機能強化推進交付金（以

下、「推進交付金」という。）が創設されました。 

 

 ⑵ 介護保険保険者努力支援交付金 

   令和２年度に、公的保険制度における介護予防の位置付けを高めるため、上記推進交

付金に加え、介護保険保険者努力支援交付金（以下、「支援交付金」という。）が創設さ

れ、介護予防・健康づくり等に資する取組を重点的に評価することにより、配分基準の

メリハリ付けが強化されました。 

 

２ 評価指標 

 ⑴ 推進交付金 

目標Ⅰ 持続可能な地域のあるべき姿をかたちにする 

（ⅰ）体制・取組指標群 

１ 地域の介護保険事業の特徴の把握 

２ 介護保険事業計画の進捗状況の分析 

３ 施策の実施状況の把握・改善 

４ 評価結果の活用 

（ⅱ）活動指標群 

１ 今年度の評価点 

２ 後期高齢者と給付費の伸び率比較 

３ ＰＦＳ委託事業者数 

目標Ⅱ 公正・公平な給付を行う体制を構築する 

（ⅰ）体制・取組指標群 

１ 給付費適正化方策の策定状況 

 ２ 給付費適正化事業の取組状況 

（ⅱ）活動指標群 

 １ ケアプラン点検の実施状況 

 ２ 医療情報との突合の実施状況 

目標Ⅲ 介護人材の確保その他のサービス提供基盤の整備を推進する 

（ⅰ）体制・取組指標群 

 １ 介護人材の確保・定着の取組状況 

 ２ 庁内・庁外における連携体制 

（ⅱ）活動指標群 

 １ 介護の仕事の魅力に関する研修の実施状況  

 ２ 介護人材の定着・資質向上に関する研修

の実施状況 

 ３ 介護支援専門員に対する研修の実施状況 

目標Ⅳ 高齢者がその状況に応じて可能な限り自立した日常生活を営む 

・成果指標群 

 １ 短期的な要介護度の変化（要介護１・２） 

 ２ 長期的な要介護度の変化（要介護１・２） 

 ３ 短期的な要介護度の変化（要介護３～５） 

 ４ 長期的な要介護度の変化（要介護３～５） 

 ５ 健康寿命延伸の実現状況 
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 ⑵ 支援交付金 

目標Ⅰ 介護予防／日常生活を推進する 

（ⅰ）体制・取組指標群 

１ データを活用した課題の把握 

２ アウトリーチ等の取組状況 

３ 介護予防等と保健事業の一体的実施 

４ 通いの場参加者の健康状態の把握・分析 

５ 地域リハビリテーションの推進 

６ 介護予防・生活支援の体制整備 

７ 多様なサービスの活用推進 

（ⅱ）活動指標群 

 １ 地域包括支援センター３職種の配置状況 

 ２ 地域包括支援センター事業評価の達成状況  

 ３ 地域ケア会議における個別事例の検討割合  

 ４ 通いの場への参加率 

 ５ ポイント事業への参加率 

 ６ 心身・認知機能の維持・改善者の割合 

 ７ 生活支援コーディネーター数 

 ８ 生活支援コーディネーターの地域ケア会 

議への参加割合 

 ９ 総合事業における多様なサービスの実施状況 

目標Ⅱ 認知症総合支援を推進する 

（ⅰ）体制・取組指標群 

 １ 認知症サポーター等を活用した地域支援 

体制の構築 

 ２ 早期診断・早期対応の体制構築 

 ３ 難聴高齢者の早期発見・早期介入に係る 

  取組状況 

（ⅱ）活動指標群 

 １ 認知症サポーター数 

 ２ 認知症サポーターステップアップ講座修 

了者数 

 ３ 認知症地域支援推進員の業務の状況 

目標Ⅲ 在宅医療・在宅介護連携の体制を構築する 

（ⅰ）体制・取組指標群 

 １ 在宅医療・介護連携に関する課題・対応 

策の検討 

 ２ 在宅医療・介護連携の具体的取組状況 

 ３ 医療・介護関係者間の情報共有 

（ⅱ）活動指標群 

 １ 入退院支援の実施状況 

 ２ 人生の最終段階における支援の実施状況 

目標Ⅳ 高齢者がその状況に応じて可能な限り自立した日常生活を営む 

・成果指標群 

１ 短期的な要介護度の変化（要介護１・２） 

 ２ 長期的な要介護度の変化（要介護１・２） 

 ３ 短期的な要介護度の変化（要介護３～５） 

 ４ 長期的な要介護度の変化（要介護３～５） 

 ５ 健康寿命延伸の状況 

   ※ 詳細については、参考資料１のとおり 

 

３ 本市の指標該当状況について 

令和７年度の厚生労働省の集計結果によると、各交付金における配点及び得点の状況は、

以下のとおりです。本市の得点は、参考資料２のとおり、政令指定都市（２０市）の中で、

推進交付金は７位、支援交付金は１０位、合計は７位となっています。 
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⑴ 推進交付金 

 目標Ⅰ 目標Ⅱ 

指標 （ⅰ） （ⅱ） （ⅰ） （ⅱ） 

番号 1 2 3 4 1 2 3 1 2 1 2 

項目数 4 4 16 4 4 4 4 4 7 4 4 

得点 

(満点) 

16 

(16) 

16 

(16) 

16 

(16) 

16 

(16) 

12 

(12) 

3 

(12) 

0 

(12) 

32 

(32) 

36 

(36) 

8 

(16) 

16 

(16) 

 

 目標Ⅲ 目標Ⅳ 合計 得点率 

指標 （ⅰ） （ⅱ）    

番号 1 2 1 2 3 1 2 3 4 5   

項目数 5 9 4 4 4 8 4 8 4 8 117  

得点 

(満点) 

30 

(30) 

34 

(34) 

3 

(12) 

3 

(12) 

9 

(12) 

5 

(20) 

15 

(20) 

10 

(20) 

10 

(20) 

0 

(20) 

290 

(400) 
72.5% 

 

⑵ 支援交付金 

 目標Ⅰ 

指標 （ⅰ） （ⅱ） 

番号 1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

項目数 4 7 4 5 4 5 6 4 12 4 8 4 4 4 4 13 

得点 

(満点) 

6 

(6) 

8 

(9) 

7 

(7) 

7 

(7) 

7 

(7) 

9 

(9) 

7 

(7) 

1 

(4) 

7 

(12) 

1 

(4) 

2 

(8) 

2 

(4) 

0 

(4) 

0 

(4) 

4 

(4) 

2 

(4) 

 

 目標Ⅱ 目標Ⅲ 

指標 （ⅰ） （ⅱ） （ⅰ） （ⅱ） 

番号 1 2 3 1 2 3 1 2 3 1 2 

項目数 5 4 4 4 4 4 5 6 4 8 8 

得点 

(満点) 

25 

(25) 

19 

(19) 

0 

(20) 

6 

(12) 

3 

(12) 

12 

(12) 

26 

(26) 

21 

(21) 

21 

(21) 

12 

(16) 

12 

(16) 

 

 目標Ⅳ 合計 得点率 

指標    

番号 1 2 3 4 5   

項目数 8 4 8 4 8 180  

得点 

(満点) 

5 

(20) 

15 

(20) 

10 

(20) 

10 

(20) 

0 

(20) 

267 

(400) 
66.6% 
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４ 各指標の得点状況 

⑴ 得点状況 

 
体制・取組指標群 

（プロセス指標） 

活動指標群 

（中間アウトカム・ 

アウトプット指標） 

成果指標群 

（アウトカム指標） 
合計 

推進交付金 １９６／１９６点 ５４／１０４点 ４０／１００点 ２９０／４００点 

支援交付金 １６３／１８４点 ６４／１１６点 ４０／１００点 ２６７／４００点 

合計 ３５９／３８０点 １１８／２２０点 ８０／２００点 ５５７／８００点 

 

 ⑵ 未得点の項目 

  ア 推進交付金 

指 標 内 容 未得点の理由、今後の対応等 

活動指標群 

目標Ⅰ－(ii)－３ 

PFS（成果連動型民間委託契約

方式）による委託事業数 

 

ア 上位７割 

イ 上位５割 

ウ 上位３割 

エ 上位１割 

本市では、PFS（成果連動型民間委託

契約方式）による委託は実施しており
ません。 
 成果連動型という観点では、令和５

年度から、地域包括支援センターにお
ける自立支援の取組を推進するための
新たなインセンティブとして、介護予

防・生活支援サービス（総合事業）に
おいて「自立支援加算」を新たに創設
しました。 

また、地域介護予防推進センターの実
施する介護予防教室の参加者が、参加
後に状態の改善につながった場合に、

同センターへの委託料に加算を設ける
など、自立支援の取組強化を図ってい
ます。 

成果指標群 

目標Ⅳ－５ 

健康寿命延伸の実施状況 

 

ア 要介護２以上の認定率 

 ⇒2024 年１月の認定率 

 

イ 要介護２以上の認定率の変化率 

⇒2023年１月と2024年 1月

の変化率 

 

① 全保険者の上位７割 

② 全保険者の上位５割 

③ 全保険者の上位３割 

④ 全保険者の上位１割 

 本市は、他の政令市と比べて、要支
援・要介護認定率が高い（政令市第３

位）。 
 認定率が高い理由としては、複合的
な要因が考えられますが、主なものと

して、２点が考えられます。 
① 一般世帯に占める一人暮らし高齢
者世帯の割合が高い 

    （政令市２０市中 第５位） 
② ６５歳以上に占める７５歳以上人
口の割合が高い 

    （政令市２０市中 第２位） 
 本市としては、健康寿命の延伸に向
け、引き続き、市民の皆様の間での自

主的な健康づくりや介護予防の取組
が広がり、継続していけるよう、支援
に努めてまいります。  
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イ 支援交付金 

指 標 内 容 未得点の理由、今後の対応等 

体制・取組指標群 

目標Ⅱ－(i)－３ 

難聴高齢者の早期発見・早期

介入に係る取組を行っている

か。 

 

ア 普及啓発の取組を行って 

いるか 

イ 早期発見の取組を行って 

いるか 

ウ 受診状況の把握と未受診者 

への再度の受信推奨を 

行っているか  

エ 受診勧奨者のうち 50％以上 

の者が受診しているか 

本評価時点では取組の予定をしてい

なかったことから未得点となりました

が、令和６年度第４四半期から地域介

護予防推進センターにおいて、難聴に

ついて気づきを促し、必要に応じて、

専門の医療機関の受診勧奨や医師の診

断に基づく適切な補聴器の利用に繋げ

るため、介護予防教室や通いの場の支

援などの機会をいかし、「聞こえのチェ

ック」を行っています。 

活動指標群 

目標Ⅰ－(ii)－６ 

 通いの場等において心身・認

知機能を維持・改善した者の割

合 

 

ア 上位７割 

イ 上位５割 

ウ 上位３割 

エ 上位１割 

通いの場において、維持・改善した

者の人数把握は行っていません。 

地域介護予防推進センターが関わる

通いの場においては、支援前後の体力

測定を行い、状態把握のうえ健康教育

の実施、対象者へのフィードバック等

の支援を実施し、維持・改善に努めて

います。 

目標Ⅰ－(ii)－７ 

高齢者人口当たりの生活支援

コーディネーター数 

 

ア 上位７割 

イ 上位５割 

ウ 上位３割 

エ 上位１割 

本市では、各区社会福祉協議会に生

活支援コーディネーターを配置してい

ますが、地域共生社会の実現に向けて、

幅広い対象者を支援する区社会福祉協

議会の取組と連動しつつ、一層効果的

に事業展開できるよう、常勤換算での

配置を可能としております。 

よって本市のコーディネーターはほ

とんどが兼務であり、専従のコーディ

ネーターは 1 名（24 名中）※ですが、

国の指標では専従で配置されるコーデ

ィネーターの数のみを評価対象として

いることから、上位 7 割に入らず未得

点となっております。 

※令和 6 年度については、専従コー

ディネーターは 3 名（26 名中） 

成果指標群 

目標Ⅳ－５ 

健康寿命延伸の実施状況 

ア 要介護２以上の認定率 

イ 要介護２以上の認定率の 

変化率 

※推進交付金の「目標Ⅳ－５」と同様 
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５ 交付金受け入れ状況 

  制度創設から現在に至るまでの各交付金の受け入れ額については、以下のとおりです。 

  推進交付金 支援交付金 （参考）国予算額 

平成３０年度 245,650 千円 － 推進 200 億円 

令和 元年度 236,814 千円 － 推進 200 億円 

令和 ２年度 222,547 千円 209,760 千円 推進 200 億円／支援 200 億円 

令和 ３年度 214,976 千円 199,366 千円 推進 200 億円／支援 200 億円 

令和 ４年度 261,575 千円 259,132 千円 推進 200 億円／支援 200 億円 

令和 ５年度 180,415 千円 238,946 千円 推進 150 億円／支援 200 億円 

令和 ６年度 113,155 千円 217,098 千円 推進 100 億円／支援 200 億円 

令和 ７年度（見込み） 113,155 千円 209,646 千円 推進 101 億円／支援 200 億円 

 ※ 令和６年度からは訪問型・通所型サービス事業（総合事業）に充当 

 



参考資料１

















































































（参考資料２）

各政令市の得点状況

政令市
推進交付金

得点
推進交付金

順位
支援交付金

得点
支援交付金

順位
総合得点

総合得点
順位

札幌市 289点 8位 238点 17位 527点 16位

仙台市 306点 3位 288点 2位 594点 2位

さいたま市 280点 12位 265点 11位 545点 9位

千葉市 257点 18位 275点 6位 532点 14位

横浜市 282点 11位 258点 14位 540点 11位

川崎市 306点 3位 287点 3位 593点 3位

相模原市 294点 6位 272点 8位 566点 6位

新潟市 233点 20位 196点 20位 429点 20位

静岡市 300点 5位 289点 1位 589点 5位

浜松市 284点 10位 251点 15位 535点 12位

名古屋市 270点 15位 273点 7位 543点 10位

京都市 290点 7位 267点 10位 557点 7位

大阪市 266点 16位 262点 12位 528点 15位

堺市 256点 19位 233点 19位 489点 19位

神戸市 278点 13位 238点 17位 516点 17位

岡山市 307点 2位 285点 4位 592点 4位

広島市 263点 17位 244点 16位 507点 18位

北九州市 320点 1位 278点 5位 598点 1位

福岡市 275点 14位 260点 13位 535点 12位

熊本市 288点 9位 269点 9位 557点 7位


